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回次
第80期

第１四半期
連結累計期間

第81期
第１四半期

連結累計期間
第80期

会計期間

自2022年
  ４月１日
至2022年
  ６月30日

自2023年
  ４月１日
至2023年
  ６月30日

自2022年
  ４月１日
至2023年
  ３月31日

売上高 （千円） 1,865,682 2,005,706 7,517,051

経常利益 （千円） 358,766 487,018 1,320,544

親会社株主に帰属する四半期（当

期）純利益
（千円） 245,727 335,450 1,064,223

四半期包括利益又は包括利益 （千円） 440,933 643,766 1,634,170

純資産額 （千円） 13,308,428 14,791,170 14,478,765

総資産額 （千円） 15,571,497 17,314,610 16,796,216

１株当たり四半期（当期）純利益 （円） 19.25 26.32 83.42

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益
（円） － － －

自己資本比率 （％） 85.0 85.0 85.7

第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

　（注）１　当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２　潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。

２【事業の内容】

　当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社および当社の関係会社）が営む事業の内容について、重

要な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第１四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。また、前事業年度の有価証券

報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において判断したものであります。

 (1）財政状態及び経営成績の状況

当第１四半期連結累計期間における我が国の経済は、５月に新型コロナウイルス感染症の感染症法上の位置付

けが変更されたことにより経済活動の正常化が進み、個人消費を中心に回復傾向で推移しました。企業部門にお

いては、製造業で原材料価格やエネルギー価格の高騰、円安の影響により仕入れコストが大幅に増加した一方、

半導体などの供給制約の緩和を背景に生産活動が回復したことで、高水準の収益が実現しました。また宿泊・飲

食サービス業では、入国制限の緩和によるインバウンド需要の急増により大きく回復しました。今後につきまし

ては、個人消費、設備投資、インバウンド需要を中心としたリバウンド需要が景気を牽引し、当面は緩やかな回

復傾向が継続する見通しであります。海外経済においては、米欧経済は物価高・金融引き締めの逆風下でも良好

な雇用環境を背景に堅調を維持しておりますが、ロシアによるウクライナ侵攻に端を発したエネルギーショック

はインフレ圧力に拍車をかけ、緩やかな減速傾向となりました。一方、中国経済はゼロコロナ政策の解除による

ペントアップ需要の顕在化により回復傾向で推移し、世界経済の下支えとなりました。今後につきましては、ウ

クライナ問題は長期化の様相を見せており、地政学的なリスクがもたらす経済損失により世界経済は大幅に減速

し、さらには資源、材料価格の上昇が加速することも予想されるなど、先行きについては依然として不透明な状

況となっております。

当社グループにおきましては、新型コロナウイルス感染症拡大防止に十分注意を払いつつ、国内外のマーケッ

トへ向け営業活動を強化してまいりました結果、国内顧客向け販売においては、都心再開発計画などにより活況

を呈している建築設備市場で受注を増やした一方で、工場設備市場では蒸気配管向け製品の販売が伸びず国内売

上は前期を僅かに下回る推移となりました。海外顧客向け販売においては、北米地域向け等の販売は前期を下回

る売上だったものの、中国向けの販売が好調に推移したことに加え、前期に取得した海外子会社の売上を当期よ

り連結した結果、販売活動全体としては前期を上回る結果となりました。今後につきましては、品質管理面にお

いては、品質保証部門が牽引して再発防止活動を徹底し、自社責任クレームゼロを目指します。販売活動におい

ては、地域戦略、個別戦略を重視した販売方法を設定し、テーマを決めて行動し結果につなげます。そして生産

活動においては、より一層の改善を行い、不良率、不適合率を最小化させます。また、製造、営業等部門ごとに

買収先の会社と緊密に連携し、シナジー効果を最大限発揮させ、経営の効率化と業績の向上に努めてまいりま

す。

このような状況のもと、当社グループは引き続き積極的な提案営業を展開しました結果、当第１四半期連結累

計期間の財政状態及び経営成績は以下のとおりとなりました。

ａ．財政状態

当第１四半期連結会計期間末の資産合計は、前連結会計年度末に比べ５億18百万円増加し、173億14百万円とな

りました。

当第１四半期連結会計期間末の負債合計は、前連結会計年度末に比べ２億５百万円増加し、25億23百万円とな

りました。

当第１四半期連結会計期間末の純資産合計は、前連結会計年度末に比べ３億12百万円増加し、147億91百万円と

なりました。
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ｂ．経営成績

当第１四半期連結累計期間の経営成績は、売上高20億５百万円（前年同期比 7.5％増）、営業利益２億49百万

円（前年同期比49.0％増）、経常利益４億87百万円（前年同期比35.7％増)、親会社株主に帰属する四半期純利益

３億35百万円（前年同期比36.5％増）となりました。

セグメントごとの経営成績（セグメント間の内部取引高を含む）は次のとおりであります。

（日本）

日本においては、建築設備市場では都心再開発案件によるビル現場への納入等で大きく受注を増やしたもの

の、工場設備市場では前期好調だった医療機関・医薬品工場向けマグネットミキサーの販売が伸びず、国内全体

の売上高は前期を僅かに下回る推移となりました。

この結果、当第１四半期連結累計期間の売上高は17億４百万円(前年同期比0.6％減)となりました。セグメント

利益につきましては生産の効率化や工数低減を強力に推し進めた結果、２億21百万円(前年同期比115.7％増)とな

りました。

（東南アジア）

東南アジアにおいては、アセアン地域向けの仲介貿易で当社グループの主力製品である工場向けバルブ製品の

好調に加え、前期に取得した海外子会社の売上を当期より連結した結果、当第１四半期連結累計期間の売上高は

７億97百万円(前年同期37.5％増)となりました。セグメント利益につきましては材料価格の上昇による生産コス

トの増加などにより、66百万円(前年同期比28.0％減)となりました。

(2）経営方針・経営戦略等

当第１四半期連結累計期間において、当社グループが定めている経営方針・経営戦略について重要な変更はあ

りません。

(3）会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定

前事業年度の有価証券報告書に記載した「経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の

分析」中の会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定の記載について重要な変更はありません。

(4）優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

当第１四半期連結累計期間において、当社グループが優先的に対処すべき課題について重要な変更はありませ

ん。

(5）研究開発活動

当第１四半期連結累計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、64百万円であります。

なお、当第１四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

３【経営上の重要な契約等】

　当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 45,331,756

計 45,331,756

第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

(1)【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類
第１四半期会計期間末現
在発行数（株）
（2023年６月30日）

提出日現在発行数（株）
（2023年８月10日）

上場金融商品取引所名又
は登録認可金融商品取引
業協会名

内容

普通株式 13,934,946 13,934,946
東京証券取引所

スタンダード市場

単元株式数は100株で

あります。

計 13,934,946 13,934,946 ― ―

②【発行済株式】

(2)【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

②【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

(3)【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

年月日
発行済株式
総数増減数

（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金
増減額

（千円）

資本準備金
残高

（千円）

2023年４月１日～

2023年６月30日
― 13,934,946 ― 1,908,674 ― 2,657,539

(4)【発行済株式総数、資本金等の推移】

(5)【大株主の状況】

　当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(6)【議決権の状況】

　当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載

することができないことから、直前の基準日（2023年３月31日）に基づく株主名簿による記載をしております。

2023年６月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 1,190,200 － 単元株式数は100株であります。

完全議決権株式（その他） 普通株式 12,740,000 127,400 同上

単元未満株式 普通株式 4,746 － －

発行済株式総数 13,934,946 － －

総株主の議決権 － 127,400 －

①【発行済株式】

2023年６月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義

所有株式数
（株）

他人名義
所有株式数

（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

㈱ヨシタケ
名古屋市昭和区

御器所通二丁目27番１
1,190,200 － 1,190,200 8.54

計 ― 1,190,200 － 1,190,200 8.54

②【自己株式等】

　（注）　当第１四半期会計期間末における所有自己株式数は、1,190,268株であります。

２【役員の状況】

　該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（2007年内閣府令

第64号）に基づいて作成しております。

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間（2023年４月１日から2023

年６月30日まで）および第１四半期連結累計期間（2023年４月１日から2023年６月30日まで）に係る四半期連結財務

諸表について、三優監査法人による四半期レビューを受けております。
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（単位：千円）

前連結会計年度
(2023年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(2023年６月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 2,284,979 2,296,117

受取手形及び売掛金 1,715,838 1,726,255

電子記録債権 976,500 970,180

有価証券 178,420 185,380

商品及び製品 1,287,655 1,379,017

仕掛品 801,737 830,785

原材料及び貯蔵品 992,612 1,058,713

その他 260,419 205,606

貸倒引当金 △22,710 △23,304

流動資産合計 8,475,451 8,628,751

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物 3,516,360 3,558,337

減価償却累計額 △1,866,102 △1,916,109

建物及び構築物（純額） 1,650,257 1,642,228

機械装置及び運搬具 4,192,524 4,349,448

減価償却累計額 △2,980,291 △3,131,235

機械装置及び運搬具（純額） 1,212,233 1,218,212

土地 1,310,285 1,298,178

リース資産 120,655 128,632

減価償却累計額 △73,209 △80,274

リース資産（純額） 47,446 48,358

建設仮勘定 167,119 203,534

その他 1,179,650 1,190,045

減価償却累計額 △1,102,102 △1,118,920

その他（純額） 77,548 71,124

有形固定資産合計 4,464,890 4,481,637

無形固定資産

のれん 307,950 300,330

その他 46,053 45,562

無形固定資産合計 354,004 345,892

投資その他の資産

投資有価証券 3,136,204 3,418,137

その他 408,313 469,308

貸倒引当金 △42,647 △29,116

投資その他の資産合計 3,501,870 3,858,329

固定資産合計 8,320,765 8,685,858

資産合計 16,796,216 17,314,610

１【四半期連結財務諸表】

(1)【四半期連結貸借対照表】
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（単位：千円）

前連結会計年度
(2023年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(2023年６月30日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 761,617 761,577

短期借入金 300,000 400,000

１年内返済予定の長期借入金 1,016 -

未払法人税等 110,343 103,224

賞与引当金 171,851 94,565

その他 344,542 451,460

流動負債合計 1,689,371 1,810,827

固定負債

長期借入金 20,300 -

リース債務 30,946 29,666

役員退職慰労引当金 128,024 131,062

退職給付に係る負債 408,403 407,988

資産除去債務 39,480 39,484

その他 923 104,410

固定負債合計 628,079 712,612

負債合計 2,317,451 2,523,439

純資産の部

株主資本

資本金 1,908,674 1,908,674

資本剰余金 2,657,905 2,657,905

利益剰余金 9,185,474 9,189,563

自己株式 △467,677 △467,677

株主資本合計 13,284,377 13,288,467

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 45,118 73,087

為替換算調整勘定 1,072,290 1,349,901

その他の包括利益累計額合計 1,117,408 1,422,989

非支配株主持分 76,978 79,714

純資産合計 14,478,765 14,791,170

負債純資産合計 16,796,216 17,314,610
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（単位：千円）

前第１四半期連結累計期間
(自　2022年４月１日
　至　2022年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　2023年４月１日

　至　2023年６月30日)

売上高 1,865,682 2,005,706

売上原価 1,054,299 1,208,081

売上総利益 811,383 797,624

販売費及び一般管理費 643,752 547,801

営業利益 167,631 249,823

営業外収益

受取利息 13,738 15,077

受取配当金 5,440 5,622

物品売却益 - 64,342

持分法による投資利益 49,019 101,659

為替差益 121,910 55,370

その他 3,372 8,259

営業外収益合計 193,481 250,331

営業外費用

支払利息 368 1,355

固定資産除売却損 474 1,909

匿名組合投資損失 833 6,708

その他 670 3,163

営業外費用合計 2,346 13,137

経常利益 358,766 487,018

特別利益

投資有価証券売却益 - 2,178

特別利益合計 - 2,178

特別損失

減損損失 - 12,500

投資有価証券売却損 - 1,458

特別損失合計 - 13,958

税金等調整前四半期純利益 358,766 475,238

法人税、住民税及び事業税 21,722 95,983

法人税等調整額 89,454 41,067

法人税等合計 111,176 137,051

四半期純利益 247,589 338,186

非支配株主に帰属する四半期純利益 1,861 2,735

親会社株主に帰属する四半期純利益 245,727 335,450

（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】
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（単位：千円）

前第１四半期連結累計期間
(自　2022年４月１日
　至　2022年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　2023年４月１日

　至　2023年６月30日)

四半期純利益 247,589 338,186

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △33,239 27,968

為替換算調整勘定 201,192 197,116

持分法適用会社に対する持分相当額 25,391 80,494

その他の包括利益合計 193,344 305,580

四半期包括利益 440,933 643,766

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 439,071 641,030

非支配株主に係る四半期包括利益 1,861 2,735

【四半期連結包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】
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前第１四半期連結累計期間
（自　2022年４月１日

至　2022年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　2023年４月１日

至　2023年６月30日）

減価償却費 114,771千円 122,438千円

のれんの償却額 ― 11,123

【注記事項】

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半期

連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）及びのれんの償却額は、次のと

おりであります。

（決議）
株式の種類

配当金の総額
（千円）

１株当たり
 配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2022年６月23日

定時株主総会
普通株式 319,116 25 2022年３月31日 2022年６月24日 利益剰余金

（決議）
株式の種類

配当金の総額
（千円）

１株当たり
 配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2023年６月26日

定時株主総会
普通株式 331,361 26 2023年３月31日 2023年６月27日 利益剰余金

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自　2022年４月１日　至　2022年６月30日）

　配当金支払額

Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自　2023年４月１日　至　2023年６月30日）

　配当金支払額
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（単位：千円）

日本 東南アジア 合計

売上高

顧客との契約から生じる収

益
1,689,936 175,746 1,865,682

その他の収益 － － －

外部顧客への売上高 1,689,936 175,746 1,865,682

セグメント間の内部売上高
又は振替高

25,037 404,114 429,151

計 1,714,974 579,860 2,294,834

セグメント利益 102,764 93,043 195,807

（単位：千円）

利益 金額

報告セグメント計 195,807

棚卸資産の調整額 △28,176

四半期連結損益計算書の営業利益 167,631

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自　2022年４月１日 至　2022年６月30日）

１．報告セグメントごとの売上高および利益又は損失の金額に関する情報並びに収益の分解情報

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額および当該差額

の主な内容（差異調整に関する事項）
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（単位：千円）

日本 東南アジア 合計

売上高

顧客との契約から生じる収

益
1,679,803 325,902 2,005,706

その他の収益 - - -

外部顧客への売上高 1,679,803 325,902 2,005,706

セグメント間の内部売上高
又は振替高

24,565 471,409 495,974

計 1,704,368 797,312 2,501,680

セグメント利益 221,627 66,951 288,579

（単位：千円）

利益 金額

報告セグメント計 288,579

セグメント間取引消去 △5,015

のれんの償却額 △11,123

棚卸資産の調整額 △22,616

四半期連結損益計算書の営業利益 249,823

Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自　2023年４月１日 至　2023年６月30日）

１．報告セグメントごとの売上高および利益又は損失の金額に関する情報並びに収益の分解情報

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額および当該差額

の主な内容（差異調整に関する事項）

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

（固定資産に係る重要な減損損失）

　「日本」セグメントにおいて、固定資産の減損損失を計上しております。なお、当該減損損失の計上

額は、当第１四半期連結累計期間においては12,500千円であります。
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（収益認識関係）

顧客との契約から生じる収益を分解した情報は、「注記事項（セグメント情報等）」に記載の通りであります。

前第１四半期連結累計期間
（自　2022年４月１日

至　2022年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　2023年４月１日

至　2023年６月30日）

１株当たり四半期純利益 19円25銭 26円32銭

（算定上の基礎）

親会社株主に帰属する四半期純利益（千円） 245,727 335,450

普通株主に帰属しない金額（千円） ― ―

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純利

益（千円）
245,727 335,450

普通株式の期中平均株式数（株） 12,764,678 12,744,678

（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益および算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　（注）　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

2023年８月９日

株式会社　ヨシタケ

取　締　役　会　御　中

三優監査法人

名古屋事務所

指定社員

業務執行社員
公認会計士 鈴木　　啓太

指定社員

業務執行社員
公認会計士 吉川　　雄城

監査人の結論

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社ヨシタ

ケの2023年４月１日から2024年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（2023年４月１日から2023年６月

30日まで）及び第１四半期連結累計期間（2023年４月１日から2023年６月30日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわ

ち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レビューを行っ

た。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ヨシタケ及び連結子会社の2023年６月30日現在の財政状態及

び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項が全ての重要な点

において認められなかった。

監査人の結論の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責

任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立し

ており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入

手したと判断している。

四半期連結財務諸表に対する経営者並びに監査等委員会の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　四半期連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期連結財務諸表を作成することが適

切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に基づいて継続

企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

　監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。



　（注）１．上記の四半期レビュー報告書の原本は当社（四半期報告書提出会社）が別途保管しております。

　　　　２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。

四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任

　監査人の責任は、監査人が実施した四半期レビューに基づいて、四半期レビュー報告書において独立の立場から四半期

連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に従って、四半期レビューの過程を通じ

て、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の四半期レビュー

手続を実施する。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施さ

れる年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・　継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認め

られると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期連結財務諸表において、我が国において一般に公正妥当

と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められない

かどうか結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、四半期レビュー報告書に

おいて四半期連結財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する四半期連結財務諸表の注

記事項が適切でない場合は、四半期連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められてい

る。監査人の結論は、四半期レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企

業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・　四半期連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成

基準に準拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた四半期連結財

務諸表の表示、構成及び内容、並びに四半期連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信

じさせる事項が認められないかどうかを評価する。

・　四半期連結財務諸表に対する結論を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監査

人は、四半期連結財務諸表の四半期レビューに関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で監

査人の結論に対して責任を負う。

　監査人は、監査等委員会に対して、計画した四半期レビューの範囲とその実施時期、四半期レビュー上の重要な発見事

項について報告を行う。

　監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監

査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合又は阻

害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

利害関係

　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以　上
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